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(57)【要約】
【課題】光線制御子と画像表示部と間のギャップの変化
に伴う立体映像の表示画質の変化を、簡易な構成で抑制
することが可能な立体映像表示装置及び立体映像表示方
法を提供する。
【解決手段】立体表示用画像の表示を行う要素画像表示
部に対向して配置された光透過性の二つの基板と、当該
二つの基板間に保持された光線制御子とを有する光線制
御部の、各基板上に形成された第１面状電極と第２面状
電極との間の静電容量を検出し、この静電容量から算出
した光線制御子と要素画像表示部との間の距離の既定値
からの変化量に応じた画像補正処理を前記立体表示用画
像に施す。
【選択図】　　　　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画素がマトリクス状に配列され、立体表示用画像の表示を行う要素画像表示部と、
　前記要素画像表示部と対向して配置された光透過性の二つの基板と、当該二つの基板間
に保持された光線制御子とを有する光線制御部と、
　前記二つの基板のうち、前記要素画像表示部側の一方の基板上に形成された第１面状電
極と、
　前記二つの基板のうち、前記一方の基板と対向する他方の基板の当該対向面側に形成さ
れた第２面状電極と、
　前記第１面状電極と前記第２面状電極との間の静電容量を検出する容量検出部と、
　前記容量検出部が検出した静電容量に基づいて、前記光線制御子と前記要素画像表示部
との間の距離の既定値からの変化量を算出し、この変化量に応じた画像補正処理を前記立
体表示用画像に施す画像補正部と、
　を備えたことを特徴とする立体映像表示装置。
【請求項２】
　前記第１面状電極は、前記要素画像表示部の画素を保持する基板の外面に重ねて設置さ
れた基板上に形成されていることを特徴とする請求項１に記載の立体映像表示装置。
【請求項３】
　前記第１面状電極は、前記要素画像表示部の画素を保持する基板上に形成されているこ
とを特徴とする請求項１に記載の立体映像表示装置。
【請求項４】
　前記光線制御子は、レンズアレイであることを特徴とする請求項１に記載の立体映像表
示装置。
【請求項５】
　前記光線制御子は、スリットアレイであることを特徴とする請求項１に記載の立体映像
表示装置。
【請求項６】
　前記第２面状電極は、前記スリットアレイの遮光部と兼ねて形成されていることを特徴
とする請求項５に記載の立体映像表示装置。
【請求項７】
　前記容量検出部は、前記静電容量の検出を所定の領域単位で検出し、
　前記画像補正部は、前記領域毎の前記静電容量から前記変化量の面内分布を生成し、こ
の面内分布に応じた前記画像補正処理を前記立体表示用画像に施すことを特徴とする請求
項１に記載の立体映像表示装置。
【請求項８】
　前記画像補正部は、前記立体表示画像が表す視域、飛び出しレンジ、飛び出しオフセッ
トの何れかを又は全てを、前記変化量に応じた値だけ補正することを特徴とする請求項１
又は７に記載の立体映像表示装置。
【請求項９】
　画素がマトリクス状に配列され、立体表示用画像の表示を行う要素画像表示部と、
　前記要素画像表示部と対向して配置された光透過性の二つの基板と、当該二つの基板間
に保持された光線制御子とを有する光線制御部と、
　前記二つの基板のうち、前記要素画像表示部側の一方の基板上に形成された第１面状電
極と、
　前記二つの基板のうち、前記一方の基板と対向する他方の基板の当該対向面側に形成さ
れた第２面状電極と、
　を備える立体映像表示装置の立体映像表示方法であって、
　容量検出部が、前記第１面状電極と前記第２面状電極との間の静電容量を検出する容量
検出工程と、
　画像補正部が、前記容量検出工程で検出された静電容量に基づいて、前記光線制御子と
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前記要素画像表示部との間の距離の既定値からの変化量を算出し、この変化量に応じた画
像補正処理を前記立体表示用画像に施す画像補正工程と、
　を含むことを特徴とする立体映像表示方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、立体映像表示装置及び立体映像表示方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　動画表示が可能な立体視画像表示装置、所謂、３次元ディスプレイには、種々の方式が
知られている。特にフラットパネルタイプで、且つ、専用の眼鏡等を必要としない方式へ
の要望が近年高くなっている。このタイプの立体動画表示装置のうち、ホログラフィの原
理を利用する方式ではフルカラー動画の実現が難しいが、直視型或いは投射型の液晶表示
装置やプラズマ表示装置など画素位置が固定されている表示パネル（表示装置）の直前に
表示パネルからの光線を制御して観察者に向ける光線制御素子を設置する方式を用いるこ
とで比較的容易に実現することが可能である。
【０００３】
　光線制御素子は、一般的にはパララクスバリア或いは視差バリアとも称せられ、光線制
御素子上の同一位置でも角度により異なる画像が見えるように光線を制御している。具体
的には、左右視差（水平視差）のみを与える場合には、スリット或いはレンチキュラーシ
ート（シリンドリカルレンズアレイ）が用いられ、上下視差（垂直視差）も含める場合に
は、ピンホールアレイ或いはレンズアレイが用いられる。視差バリアを用いる方式にも、
さらに２眼式、多眼式、超多眼式（多眼式の超多眼条件）、インテグラルフォトグラフィ
ー（以下、ＩＰとも云う）に分類される。これらの基本的な原理は、１００年程度前に発
明され立体写真に用いられてきたものと実質上同一である。
【０００４】
　このうちＩＰ方式は、視点位置の自由度が高く、容易に立体視できるという特徴がある
。水平視差のみで垂直視差のない１次元ＩＰ方式では、解像度の高い表示装置の実現も比
較的容易である。これに対し、２眼方式や多眼方式では、立体視できる視点位置の範囲、
すなわち視域が狭く、見にくいという問題があるが、立体画像表示装置としての構成とし
ては最も単純であり、表示画像も簡単に作成できる。
【０００５】
　レンチキュラーシートやスレットアレイ板等の光線制御子を、液晶表示装置等に重ねた
構造の、多視差を有するＩＰ方式や多眼方式の直視型裸眼立体表示装置においては、光線
制御子と液晶表示装置等の画像表示部（画素面）との平行度とギャップが立体映像の表示
画質（ボケや視域）に影響する。したがって、使用環境の変化や長時間の使用に対し、平
行度やギャップを安定に保つことが必要である。
【０００６】
　光線制御子と液晶表示装置等の画像表示部との固定方法について、光線制御子を画像表
示部全域に貼り付ける方法では、双方の位置合わせ精度の点で困難であり、貼り付けに失
敗した場合の貼り直しも困難である。また、周辺部のみなど部分的に貼り付ける方法では
、位置合わせや貼り直しが比較的容易となる。この部分的な貼り合わせについては、従来
、種々の技術が提案されており、例えば、特許文献１には、部分的な貼り付けにおいて、
光線制御子と表示面との平行度及びギャップを維持するための構造が開示されている。ま
た、特許文献２及び３には、光線制御子と表示面との相対的な配置位置を変動可能に構成
し、光線制御子と表示面との平行度、ギャップを可変とすることで、２Ｄ／３Ｄの切り替
え表示を行う方法が開示されている。
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－０８９９０６号公報
【特許文献２】特開２００３－３２２８２４号公報
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【特許文献３】特開２００６－２７６２７７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記従来技術では、光線制御子と表示面との平行度及びギャップを保持
するための構造が複雑化するため、製造コストが嵩むという問題がある。
【０００９】
　本発明は上記に鑑みてなされたものであって、光線制御子と画像表示部との間のギャッ
プの変化に伴う立体映像の表示画質の変化を、簡易な構成で抑制することが可能な立体映
像表示装置及び立体映像表示方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明は、画素がマトリクス状に配列
され、立体表示用画像の表示を行う要素画像表示部と、前記要素画像表示部と対向して配
置された光透過性の二つの基板と、当該二つの基板間に保持された光線制御子とを有する
光線制御部と、前記二つの基板のうち、前記要素画像表示部側の一方の基板上に形成され
た第１面状電極と、前記二つの基板のうち、前記一方の基板と対向する他方の基板の当該
対向面側に形成された第２面状電極と、前記第１面状電極と前記第２面状電極との間の静
電容量を検出する容量検出部と、前記容量検出部が検出した静電容量に基づいて、前記光
線制御子と前記要素画像表示部との間の距離の既定値からの変化量を算出し、この変化量
に応じた画像補正処理を前記立体表示用画像に施す画像補正部と、を備える。
【００１１】
　また、本発明は、画素がマトリクス状に配列され、立体表示用画像の表示を行う要素画
像表示部と、前記要素画像表示部と対向して配置された光透過性の二つの基板と、当該二
つの基板間に保持された光線制御子とを有する光線制御部と、前記二つの基板のうち、前
記要素画像表示部側の一方の基板上に形成された第１面状電極と、前記二つの基板のうち
、前記一方の基板と対向する他方の基板の当該対向面側に形成された第２面状電極と、を
備える立体映像表示装置の立体映像表示方法であって、容量検出部が、前記第１面状電極
と前記第２面状電極との間の静電容量を検出する容量検出工程と、画像補正部が、前記容
量検出工程で検出された静電容量に基づいて、前記光線制御子と前記要素画像表示部との
間の距離の既定値からの変化量を算出し、この変化量に応じた画像補正処理を前記立体表
示用画像に施す画像補正工程と、を含む。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、光線制御子と画像表示部（要素画像表示部）との間のギャップの変化
に伴う立体映像の表示画質の変化を、簡易な構成で抑制することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下に添付図面を参照して、本発明の実施の形態にかかる立体映像表示装置及び立体映
像表示方法について詳細に説明する。
【００１４】
［第１の実施形態］
　まず、図１を参照して立体映像表示装置１００の構成について説明する。図１は、立体
映像表示装置１００を模式的に示した図である。同図に示したように、立体映像表示装置
１００は、要素画像表示部１０と、光線制御部２０と、容量検出部３０と、画像補正部４
０とを備えている。
【００１５】
　要素画像表示部１０は、後述するサブ画素が縦方向及び横方向にマトリクス状に配列さ
れた高精細液晶パネルモジュールである。カラーフィルター配列は、縦ストライプ、横ス
トライプなどであってもよい。なお、要素画像表示部１０は、サブ画素開口部形状及びカ
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ラー配列が前述の条件を満たすものであれば、プラズマ表示パネル、有機ＥＬ表示パネル
、電界放出型表示パネルなどであってもよく、その種別は問わないものとする。
【００１６】
　光線制御部２０は、要素画像表示部１０と対向する位置に設けられ、要素画像表示部１
０からの光線に指向性をつけて、観察者へと向ける光透過性の光線制御素子である。同図
において、想定される観察者位置は、光線制御部２０の中心から光線方向（Ｚ軸方向）に
向けて所定位置離間した位置Ｏ近傍の視域幅Ｗの範囲である。この視域幅Ｗの範囲内から
観察を行うことで、水平方向（図中Ｘ軸方向）の画角θＨ、垂直方向（図中Ｙ軸方向）の
画角θＶの範囲で、光線制御部２０の前面及び背面近傍に立体映像を観察できる。ここで
視域幅Ｗは、位置Ｏから光線制御部２０を見たときの、右方向の視域境界角度θＲと、左
方向の視域境界角度θＬとで表される。なお、視域境界角度とは、光線制御部２０の中心
に対する、位置Ｏと立体映像を認識することが可能な境界位置とのなす角度である。
【００１７】
　以下、要素画像表示部１０及び光線制御部２０（以下、総称して表示ユニットという）
の構成について詳細に説明する。図２は、第１の実施形態にかかる表示ユニットの水平方
向（図１のＸ軸方向）の断面を模式的に示した図である。
【００１８】
　図２に示したように、要素画像表示部１０は、ガラス基板１０１、１０２と、このガラ
ス基板１０１と１０２との間に設けられた液晶パネルの画素面１０３と、ガラス基板１０
１、１０２の外面に設けられた偏光板１０４、１０５とを備え、透過型液晶表示パネル等
の場合はバックライトユニット１０６も含む。ここで、画素面１０３を構成する各画素は
、後述するように水平方向及び／又は垂直方向に３つの色成分（Ｒｅｄ、Ｇｒｅｅｎ、Ｂ
ｌｕｅ）を持つサブ画素から構成されている。
【００１９】
　光線制御部２０は、レンズアレイ形状を有したレンズ部２０１と、光透過性の基板２０
２、２０３とを有し、基板２０２、２０３の対向する平坦面上には、容量検出部３０や図
示しない電源装置から所定の電圧が印加される面状電極５０１、５０２が夫々設けられて
いる。ここで、レンズ部２０１は、基板２０２の基板２０３との対向する平坦面（面状電
極５０１）上に貼付されているものとする。また、レンズ部２０１のレンズアレイ形状は
、フライアイレンズであってもよいし、シリンドリカルレンズ（レンチキュラーシート状
）であってもよい。
【００２０】
　基板２０２と基板２０３とは、当該基板間に存在するレンズ部２０１の形状に応じた間
隙を保持するよう周辺部で固定されている。この周辺部において、基板２０２と基板２０
３との間の距離を保持するためのスペーサ６０１を介して、基板２０２と基板２０３とが
図示しない接着剤等により固定されている。なお、レンズ部２０１と基板２０３との間隙
は、中空としてもよいし光透過性の媒質等を充填する態様としてもよい。
【００２１】
　また、要素画像表示部１０と光線制御部２０とは、所定の距離を保持するよう周辺部で
固定されている。この周辺部において、要素画像表示部１０と光線制御部２０との間の距
離を保持するためのスペーサ６０２を介して、要素画像表示部１０と光線制御部２０とが
図示しない接着剤等によって固定されている。
【００２２】
　スペーサ６０１、６０２は、金属板、樹脂板、ガラス板等が使用できるが、板状でなく
棒状や小片であってもよい。また、スペーサビーズやカットファイバ、ミルドファイバ等
を使用することも可能である。
【００２３】
　図３は、本実施形態に係る表示ユニットの他の態様を示した図であって、表示ユニット
の水平方向（図１のＸ軸方向）の断面を模式的に示している。なお、図２の構成と同様の
部材については、同一の符号を付与している。
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【００２４】
　図３に示したように、この表示ユニットの構成では、要素画像表示部１０のガラス基板
１０１を、光線制御部２０の基板２０３として兼用することで、当該基板２０３を不要と
している。また、画素面１０３の駆動に係るコモン電極を、面状電極５０２として利用し
ている。なお、基板２０２とガラス基板１０１とは、所定の距離を保持するようスペーサ
６０１により周辺部で固定されている。
【００２５】
　なお、図２、図３に示した表示ユニットでは、光線制御子としてフライアイレンズ形状
やシリンドリカルレンズレンズ形状を有したレンズ部２０１を用いる構成としたが、これ
に限らず、例えば、スリットアレイを光線制御子として用いることとしてもよい。この場
合、スリットアレイは、レンズ部２０１と同様、基板２０２の基板２０３（ガラス基板１
０１）との対向する平坦面（面状電極５０１）上に貼付する構成とすればよい。
【００２６】
　図４は、図２、図３に示した面状電極の形状の一例を模式的に示した図である。なお、
図４は、図２、３に示した表示ユニット（光線制御部２０）を、図１に示した位置Ｏの方
向から見た図となっている。
【００２７】
　図４では、面状電極５０１、５０２を、短冊状の複数の電極５１１、５１２から構成し
た例を示している。図２、光線制御子としてレンズアレイを用いる場合には、基板２０２
、２０３及び面状電極５０１、５０２は、ともに光透過性の基材を用いるものとする。こ
のように、電極５１１及び電極５１２をともに光透過性の電極で構成する場合、一般的な
タッチパネルの構造と実質的に同様であるため、この面状電極群電極（５１１及び電極５
１２）をタッチパネルとして使用することも可能である。
【００２８】
　また、図３に示したように、光線制御子としてスリットアレイを用いる場合には、レン
ズアレイの場合と同様に光透過性の基材を用いることとしてもよいし、電極５１１を光不
透過性の電極とすることで、スリット遮光部を兼用した構成とすることとしてもよい。こ
の場合、電極５１１によるスリットアレイ効果により光線方向を制御することができるた
め、レンズ部２０１は不要となる。
【００２９】
　ところで、図２、３に示した構成では、スペーサ６０１やスペーサ６０２により、光線
制御子を保持する光線制御部２０が表示ユニットの周辺に部分的に固定されることになる
。そのため、温度変化や長時間の使用によりレンズ部２０１と要素画像表示部１０との平
行度や、レンズ部２０１と要素画像表示部１０との間の距離（ギャップ）が変化すると、
立体映像の画質特性に影響を及ぼす可能性がある。以下、図５～図７を参照して、ギャッ
プの変化に伴う画像特性の変化について説明する。
【００３０】
　図５は、レンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップの変化量と、視域角度
（ＶＡ）、飛び出しレンジ（ＤＲ：デプスレンジ）及び飛び出しオフセット（ＤＯ：デプ
スオフセット）の変化量との関係を示した図である。立体映像表示装置１００の設計に変
化量は依存するが、変化の方向は図５に示したグラフ（実線）が示す通りである。
【００３１】
　図５のグラフにおいて、横軸はレンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップ
ｇを表しており、図中右方へ行くほどギャップが大きくなる。また、縦軸は視域角度、飛
び出しレンジ、飛び出しオフセットの大きさを夫々表しており、図中上方へ行くほど値は
大きくなる。なお、図中破線で示したグラフは、ギャップが規定値（ｇ＝０）での、視域
角度、飛び出しレンジ及び飛び出しオフセットの値を示している。
【００３２】
　図５に示したように、ギャップが大きくなった場合は、視域角度が小さく、飛び出しレ
ンジが大きく、飛び出しオフセットが大きく（飛び出し側に）なる。また、ギャップが小
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さくなった場合には、視域角度が大きく、飛び出しレンジが小さく、飛び出しオフセット
が小さく（奥行き側に）なる。
【００３３】
　図６－１、図６－２は、ギャップ変化による光線分布の変化を説明するための図であっ
て、光線制御部２０を介して表示される画素面１０３からの光線分布を模式的に示してい
る。また、記号Ｇ、Ｇ’はレンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップを意味
しており、Ｇ＞Ｇ’である。
【００３４】
　ここで、図６－１に示したギャップＧが、図５に示した規定値（ｇ＝０）であるとし、
このギャップＧが図６－２に示したギャップＧ’まで小さくなったとする。この時、光線
分布のピーク間の間隔（光線間隔）ＬＤが広がるため視域角度ＶＡは大きくなるが、光線
分布の密度が疎となるため、飛び出し部分の解像度が低下し、飛び出しレンジＤＲは小さ
くなる。
【００３５】
　また、図６－２に示したギャップＧ’が、図５に示した規定値（ｇ＝０）であるとし、
このギャップＧ’が図６－１に示したギャップＧまで小さくなったとすると、光線間隔Ｌ
Ｄは縮小するため視域角度ＶＡは小さくなるが、光線分布の密度が密となるため、飛び出
し部分の解像度が上昇し、飛び出しレンジＤＲは大きくなる。
【００３６】
　図７は、表示ユニットでの立体映像の飛び出し／奥行き方向にかかる表示範囲を模式的
に示した図である。同図において、上図は、表示ユニット（要素画像表示部１０、光線制
御部２０）により表される立体映像の飛び出し／奥行き表示位置による解像度の変化を示
している。また、下図は、上述した視距離面Ｐと表示ユニットとの関係を示しており、表
示ユニットの配置位置を基準に、上図の飛び出し方向（視距離面Ｐ方向）と奥行き方向（
視距離面Ｐと対向する方向）とに対応する。
【００３７】
　レンズ部２０１の焦点面が要素画像表示部１０の画素面１０３にある場合、即ち、レン
ズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップが規定値（ｇ＝０）である場合に、立
体表示される物体の飛び出し／奥行き表示位置による解像度の特性曲線（解像度特性曲線
）はＴ１のようになる。このとき、飛び出し／奥行き表示位置について、立体物であるこ
とを認識することが可能となる所定の解像度Ｒを充足する範囲を求めると、図中に示した
ＴＲ１の範囲となる。
【００３８】
　ここで、レンズ部２０１と要素画像表示部１０とのギャップが規定値より大きくなり、
レンズ部２０１の焦点面が視距離面Ｐ側（要素画像表示部１０から見て光線制御部２０側
）にシフトすると、解像度特性曲線はＴ２のようになる。このときの解像度Ｒを充足する
範囲を求めると、図中に示したＴＲ２の範囲となる。
【００３９】
　また、レンズ部２０１と要素画像表示部１０とのギャップが規定値より小さくなり、レ
ンズ部２０１の焦点面が視距離面Ｐ側とは逆側にシフトすると、解像度特性曲線はＴ３の
ようになる。このときの解像度Ｒを充足する範囲を求めると、ＴＲ３の範囲となる。
【００４０】
　したがって、レンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップの変化量と、視域
角度（ＶＡ）、飛び出しレンジ（ＤＲ：デプスレンジ）及び飛び出しオフセット（ＤＯ：
デプスオフセット）の変化量との関係は、図５に示した実線のグラフのようになる。
【００４１】
　図１に戻り、容量検出部３０は、静電容量を検出するセンサー等を有し、表示ユニット
が備える面状電極５０１、５０２間の静電容量を所定の領域（以下、検出領域という）毎
に検出し、画像補正部４０に出力する。ここで、静電容量の検出単位となる検出領域の範
囲は、特に問わないものとするが、例えば、面状電極５０１、５０２の全面であってもよ
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いし、図４に示した領域Ａのように、５本の電極５１１、５１２で形成される領域として
もよい。
【００４２】
　画像補正部４０は、図示しない記憶装置に記憶された互いに異なる複数の視点位置から
撮影した多視点画像から、表示ユニットの光学特性に応じた立体表示用の画像（立体表示
用画像）を生成し、要素画像表示部１０の画素面１０３に表示する。なお、立体表示用画
像の生成については、公知・公用の技術を用いることが可能である。
【００４３】
　また、画像補正部４０は、容量検出部３０により検出された検出領域毎の静電容量から
、各検出領域でのギャップの変化量を算出する。なお、静電容量からギャップの変化量を
算出する方法については、特に問わないものとするが、例えば、規定値となるギャップと
、このギャップの条件下で予め検出した静電容量（以下、基準容量という）とを関連付け
た情報をＲＯＭ等の記憶装置（図示せず）に予め記憶しておき、この基準容量と容量検出
部３０による検出結果との差分に基づいて、所定の関係式等からギャップの変化量を算出
する態様としてもよい。
【００４４】
　他の算出方法としては、既定値を含んだ互いに異なるギャップと、各ギャップの条件下
で予め検出した静電容量とを夫々関連付けた情報を、ＲＯＭ等の記憶装置（図示せず）に
予め記憶しておき、容量検出部３０による検出結果に対応するギャップと、既定値との差
分をギャップの変化量として算出する態様としてもよい。なお、記憶装置に記憶された静
電容量と、容量検出部３０による検出結果とが一致しないような場合には、より近い静電
容量を一つ選択することとしてもよいし、ずれ量に応じた中間値を線形近似等により算出
することとしてもよい。
【００４５】
　また、画像補正部４０は、各検出領域でのギャップの変化量を算出すると、当該ギャッ
プの変化量に伴う視域角度、飛び出しレンジ、飛び出しオフセットの変化量を相殺するよ
うな画像補正処理を立体表示用画像に施す。
【００４６】
　例えば、図５に示したように、ギャップが既定値より大きくなった場合には、この変化
量に応じて、視域角度（ＶＡ）が大きく、飛び出しレンジ（ＤＲ）が小さく、飛び出しオ
フセット（ＤＯ）が小さくなるような画像補正処理を立体表示用画像に施す。具体的に、
立体表示用画像（多視点画像）がＣＧ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｇｒａｐｈｉｃ）である場合
、このときの画像補正処理としては、ＣＧをレンダリングする際の仮想マルチカメラの間
隔を狭くし、クリッピングフレーム位置を奥行き側にずらす補正を行えばよい。
【００４７】
　ここで、「クリッピングフレーム位置を奥行き側にずらす」とは、立体表示の対象（被
写体）を仮想マルチカメラにより撮影（クリッピング）する際の撮影位置を、当該仮想マ
ルチカメラから見て奥行き側にずらすことを意味する。以下、図８－１、図８－２を参照
して、クリッピングフレーム位置の調整について説明する。
【００４８】
　図８－１、図８－２は、クリッピングフレーム位置の調整を説明するための図である。
ここで、“ＭＣ”は仮想マルチカメラを意味し、“ＣＦ”は立体表示の対象を含んだ仮想
マルチカメラＭＣの撮影範囲（クリッピングフレーム）を意味している。
【００４９】
　図８－１は、レンズ部２０１と要素画像表示部１０とのギャップが規定値でのレンダリ
ング状態を模式的に表している。ここで、仮想マルチカメラＭＣの撮影距離面Ｐ’が、図
７に示した視距離面Ｐに対応し、仮想マルチカメラＭＣの撮影幅Ｗ’が、図１に示した視
域幅Ｗに対応する。
【００５０】
　画像補正部４０は、容量検出部３０からの検出結果に基づき、ある検出領域でのギャッ
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プが規定値より大きいと判断すると、図８－２に示したように、規定値からの変化量に応
じた値だけクリッピングフレームＣＦの位置を奥行き方向（図中右方）に変位させるとと
もに、仮想マルチカメラＭＣの間隔を狭くする。つまり、ギャップの拡大により生じた視
域角度の縮小を、仮想マルチカメラＭＣの間隔を狭くすることで、ギャップが規定値での
視域角度と略同一となるよう補正する。また、ギャップの拡大により生じた飛び出しレン
ジ及び飛び出しオフセットの拡大を、クリッピングフレームＣＦの位置を奥行き方向に変
化させることで、ギャップが規定値での各値と略同一となるよう補正する。
【００５１】
　なお、各検出領域でのギャップの変化量が均一とならない場合、画像補正部４０は、検
出領域毎の静電容量からギャップの変化量の面内分布を生成し、この面内分布に応じた画
像補正処理を立体表示用画像に施す。
【００５２】
　これにより、図７に示した解像度特性曲線Ｔ２は、解像度特性曲線Ｔ１の状態に補正さ
れることになる。つまり、画像補正部４０は、図４に示した各特性グラフについて、何れ
のギャップｇにおいても、規定値での値（破線で示したグラフ）となるよう、立体表示用
画像を補正する。
【００５３】
　なお、図８－１、図８－２では、ギャップが規定値より大きい場合での補正内容につい
て説明したが、ギャップが規定値よりも小さいと判断した場合には、上記した画像補正処
理とは逆の処理内容、即ち、規定値からの変化量に応じて、仮想マルチカメラの間隔を広
くし、クリッピングフレーム位置を飛び出し側にずらす画像補正処理を立体表示用画像に
施せばよい。
【００５４】
　また、図８－１、図８－２では、クリッピングフレームＣＦ位置の調整と、仮想マルチ
カメラＭＣの間隔調整を行うこととしたが、何れか一方を行うこととしてもよく、この場
合、視域角度、飛び出しレンジ及び飛び出しオフセットの何れかが規定値と同様の状態に
補正されることになる。
【００５５】
　また、上記では、立体表示用画像がＣＧである場合を前提に説明したが、立体表示用画
像が実写である場合には、ＣＧのような柔軟な処理は困難である場合が多い。しかしなが
ら、光線空間等の補間技術を用いることで、ＣＧと同様な画像補正処理が可能である。
【００５６】
　図９は、容量検出部３０及び画像補正部４０による画像補正処理の手順を示したフロー
チャートである。なお、要素画像表示部１０には、既に画像補正部４０により立体表示用
画像が表示されているものとする。
【００５７】
　まず、容量検出部３０は、前回の検出から所定の時間が経過するまで待機し（ステップ
Ｓ１１；Ｎｏ）、所定の時間が経過したと判断すると（ステップＳ１１；Ｙｅｓ）、表示
ユニットに設けられた面状電極５０１、５０２間の静電容量を、所定の検出領域単位で検
出する（ステップＳ１２）。ここで、静電容量の検出間隔となる所定の時間は、任意に設
定できるものとする。
【００５８】
　画像補正部４０は、容量検出部３０での検出結果を受け付けると、この検出結果となる
各検出領域での静電容量の値に基づいて、既定値からのギャップの変化量を検出領域毎に
算出する（ステップＳ１３）。
【００５９】
　続いて、画像補正部４０は、各検出領域でのギャップの変化量に応じた画像補正処理を
、当該各検出領域に対応する立体表示用画像の領域に施すと（ステップＳ１４）、この画
像補正処理を施した立体表示用画像を要素画像表示部１０の画素面１０３に表示し（ステ
ップＳ１５）、ステップＳ１１の処理に再び戻る。なお、算出したギャップの変化量が所
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定の閾値以内の場合には、画像補正処理を施さないよう制御する態様としてもよい。
【００６０】
　以上の処理により、温度変化や長時間の使用により平行度やギャップが変化したとして
も、表示ユニットにより表示される立体映像の画質を、ギャップが規定値のときと同様と
することができるため、ギャップ変化に伴う表示画質の変化を抑制することができる。
【００６１】
　なお、画像補正部４０は、ＡＳＩＣやＧＰＵ（Graphics　Processing　Unit）等の専用
のハードウェアにより実現する構成としてもよい。また、ＣＰＵと、ＲＯＭやＨＤＤ等の
記憶装置に予め記憶された所定のプログラムとの協働により画像補正部４０を実現する構
成としてもよい。
【００６２】
　次に、図１０～図１３を参照し、１次元ＩＰ方式や多眼方式の立体映像表示について説
明する。
【００６３】
　図１０は、図１に示した表示ユニット（要素画像表示部１０、光線制御部２０）を基準
にして、垂直面内及び水平面内における光線再生範囲を概略的に示した展開図である。図
１０（ａ）に表示ユニットの正面図、図１０（ｂ）に立体映像表示装置１００の画像配置
を示す平面図、図１０（ｃ）に立体映像表示装置１００の側面図を示す。
【００６４】
　図１０において、光線制御部２０と視距離面Ｐとの間の視距離Ｌ、光線制御素子の水平
ピッチＰｓ、光線制御素子と画素面との距離ｄ（ギャップｇ＝０）が定められれば、要素
画像水平ピッチＰｅが視距離面Ｐ上の視点からアパーチャ中心（またはレンズ主点）を要
素画像表示面（画素面）上に投影した間隔により決定される。符号Ｂは、視点位置と各ア
パーチャ中心（レンズ主点）とを結ぶ線を示し、視域幅Ｗは画素面上で要素画像同士が重
なり合わないという条件から決定される。平行光線の組を持つ条件の１次元ＩＰ方式の場
合は、要素画像の水平ピッチの平均値がサブ画素水平ピッチの整数倍よりわずかに大きく
、かつ光線制御素子の水平ピッチがサブ画素水平ピッチの整数倍に等しい。多眼方式の場
合は、要素画像の水平ピッチがサブ画素水平ピッチの整数倍に等しく、かつ光線制御素子
の水平ピッチがサブ画素水平ピッチの整数倍よりわずかに小さい。
【００６５】
　図１１は、光線制御子となるレンズ部２０１の一形態を模式的に示した斜視図である。
ここでは、レンズ部２０１の曲面形状をシリンドリカルレンズ状（レンチキュラーシート
）とした例を示している。この構成の場合、レンズ部２０１は水平方向（図中Ｘ軸方向）
の光線に対して光学的作用（光線制御）を施すことになる。
【００６６】
　また、光線制御子としてスリットアレイを用いた場合、その斜視図は図１２に示したよ
うになる。レンチキュラーシート形状とスリットアレイ形状とでは、同等の光線方向制御
特性が得られるが、光利用効率は光線を遮断しない分レンチキュラーシート形状の方が優
れている。なお、図１２では、図４で説明したように、光不透過性の短冊状の電極から構
成される面状電極５０１をスリットアレイとして用いた例を示している。
【００６７】
　上述した図１１、１２において、水平ピッチＰｓは、要素画像表示部の画素方向に一致
する方向のピッチである。また、図１２の“Ｐｐ”は、スリット間の間隔であって、後述
するサブ画素の水平方向の幅に対応するものである。また、図１１、１２ではレンズ或い
はスリットの延びる方向を、垂直方向（図中Ｙ軸方向）としてが、これに限らず、例えば
、水平方向や斜め方向としてもよい。
【００６８】
　図１３は、図１に示した表示ユニット（要素画像表示部１０、光線制御部２０）の一部
分の構成を概略的に示した斜視図である。同図では、液晶パネル等の平面状からなる要素
画像表示部１０の前面に、光線制御部２０のレンズ部２０１として、シリンドリカルレン
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ズアレイ（レンチキュラーシート）が配置された場合を示している。
【００６９】
　図１３に示されるように要素画像表示部１０の画素面１０３には、縦横比が３：１（Ｐ
ｐ：３Ｐｐ）のサブ画素１０３１が横方向及び縦方向に夫々直線状にマトリクス状に配置
され、サブ画素１０３１は、要素画像表示部１０の水平方向（図中Ｘ軸方向）および垂直
方向（図中Ｙ軸方向）に赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）が交互に並ぶように配列されてい
る。この色配列は、一般にモザイク配列と呼ばれるものであるが、この例に限らず、横ス
トライプ配列等の他の色配列であってもよい。
【００７０】
　レンズ部２０１を構成するシリンドリカルレンズの水平ピッチＰｓに対応するサブ画素
群により、立体映像を表示する際の画素単位となる実効画素１０３２（黒枠で示されてい
る）が構成される。なお、図１３では、９列３行のサブ画素１０３１で１つの実効画素１
０３２を構成した例を示している。この場合、立体映像表示時の実効画素１０３２が２７
個のサブ画素からなることから、１視差に３色成分が必要であるとすると、水平方向に９
視差を与える立体映像の表示が可能となる。ここで、実効画素とは立体表示時の解像度を
決定する最小単位のサブ画素群を意味し、要素画像とは１つのレンズに対応する視差成分
画像の集合を意味する。したがってシリンドリカルレンズを使用する構成の立体映像表示
装置１００の場合は、１つの要素画像は、垂直方向に並ぶ多数の実効画素を含む。
【００７１】
　以上のように、本実施形態によれば、光線制御部２０に設けられた面状電極５０１と面
状電極５０２との間の静電容量から、レンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャ
ップの既定値からの変化量を算出し、この変化量に応じた画像補正処理を立体表示用画像
に施す。これにより、光線制御部２０を要素画像表示部１０の周辺部のみ等に部分的に固
定した場合での平行度やギャップの温度変化・経時変化を相殺することができるため、ギ
ャップの変化に伴う立体映像の表示画質の変化を、簡易な構成で抑制することができる。
【００７２】
　また、容量検出部３０をタッチパネル機能として用いることで、当該タッチパネル機能
を簡易な構造で付加することができる。
【００７３】
　以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明はこれに限定されるものではな
く、本発明の主旨を逸脱しない範囲での種々の変更、置換、追加などが可能である。また
、上記実施形態で示した構成要素の組合せにより種々の発明を形成できる。例えば、実施
形態に示した全構成要素からいくつかの構成要素を削除してもよい。更に、異なる実施形
態に亘る構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００７４】
【図１】立体映像表示装置を模式的に示した図である。
【図２】図１に示した立体映像表示装置が備える表示ユニットの一例の断面を模式的に示
した図である。
【図３】図１に示した立体映像表示装置が備える表示ユニットの一例の断面を模式的に示
した図である。
【図４】図２、図３に示した面状電極の一例を示した図である。
【図５】レンズ部２０１と要素画像表示部１０との間のギャップの変化量と、視域角度（
ＶＡ）、飛び出しレンジ（ＤＲ）及び飛び出しオフセット（ＤＯ）の変化量との関係を示
した図である。
【図６－１】ギャップ変化による光線分布の変化を説明するための図である。
【図６－２】ギャップ変化による光線分布の変化を説明するための図である。
【図７】表示ユニットでの立体映像の飛び出し／奥行き方向にかかる表示範囲を模式的に
示した図である。
【図８－１】クリッピングフレーム位置の調整を説明するための図である。
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【図８－２】クリッピングフレーム位置の調整を説明するための図である。
【図９】容量検出部３０及び画像補正部４０による画像補正処理の手順を示したフローチ
ャートである。
【図１０】図１に示した表示ユニットを基準にして、垂直面内及び水平面内における光線
再生範囲を概略的に示した展開図である。
【図１１】光線制御子の一形態を模式的に示した斜視図である。
【図１２】光線制御子の一形態を模式的に示した斜視図である。
【図１３】図１に示した表示ユニットの一部分の構成を概略的に示した斜視図である。
【符号の説明】
【００７５】
　１００　立体映像表示装置
　１０　要素画像表示部
　１０１　ガラス基板
　１０２　ガラス基板
　１０３　画素面
　１０３１　サブ画素
　１０３２　実効画素
　１０４　偏光板
　１０５　偏光板
　１０６　バックライトユニット
　２０　光線制御部
　２０１　レンズ部
　２０２　基板
　２０３　基板
　３０　容量検出部
　４０　画像補正部
　５０１　面状電極
　５０２　面状電極
　５１１　電極
　５１２　電極
　６０１　スペーサ
　６０２　スペーサ
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